
市議会２月定例会 行政報告（２月２７日） 

 

市議会２月定例会にあたり行政報告いたします。 

 

西部工業団地の動向について 

 初めに、西部工業団地の動向についてであります。 

 本年２月１９日、仙台市に本社を構える株式会社ユアテックと進出協定及び売買

契約を同時に締結いたしました。 

 ユアテックは総合設備業ということで、電力流通設備のほか、電気・空調設備、

情報通信、計装
けいそう

、土木、建築等、設備工事全般にわたる調査・企画・設計・施工・

メンテナンス業務を行っております。売買面積は７,２２９．８２平方メートルで

あり、本年中の進出を予定しております。 

このたびの協定及び契約の締結により、西部工業団地全体の販売・協定済みの販

売率は９８．９８パーセントでありますが、引き続き早期完売を目指し、残りの土

地の販売等を進めてまいりたいと考えております。 

過払金返還請求権の差押に係る取立訴訟について 

 次に、平成２４年１２月定例会で３件の訴えの提起を可決いただきました過払
かばらい

金
きん

返還請求権の差し押えに係る取立訴訟が終結いたしましたのでご報告いたしま

す。 

 今回の訴訟は、平成２３年度に続き、２度目の実施となりました。 

市では、市税債権等を保全するために、滞納者２名が貸金業者３社に対して有す

る過払金
かばらいきん

返還請求権３件を差し押さえ、貸金業者に支払請求をしてまいりました。 

 しかし、貸金業者が市の支払請求に応じなかったため、平成２５年１月に株式会



社エイワ、２月にアコム株式会社、ＳＭＢＣコンシューマーファイナンス株式会社

を相手取り、新発田簡易裁判所へ訴えを提起し裁判を進めてまいりました。 

今回の裁判も直接顧問弁護士に依頼するのではなく、顧問弁護士からアドバイス

をいただきながら担当課の職員自らが対応してまいりました。 

 訴訟３件の結果は、勝訴１件、和解１件となり、また１件につきましては、１審

の新発田簡易裁判所の判決で市の訴えが一部認められなかったため、判決を不服と

して新潟地方裁判所へ控訴いたしましたが、残念ながら棄却
ききゃく

となりました。顧問

弁護士とも相談して、上告も検討いたしましたが、判例など総合的に判断を行い、

裁判を終結いたしました。 

訴訟額の合計約１２０万円に対して、回収した過払金
かばらいきん

の合計額は、利息などを

含め約１１１万円となりました。 

 平成２１年度から滞納者と一緒に進めてまいりました、過払金
かばらいきん

返還請求に対す

る取り組みは、滞納者の生活の再建にも役立つと共に、市にとっても有効な歳入確

保の手段の一つとなり、一定の成果を収めてまいりました。 

今後も滞納者の過払金
かばらいきん

返還請求に対するサポートを継続し、市税債権等の徴収

に取り組んでまいりたいと考えております。 

新発田市観光協会の法人化について 

 次に、一般社団法人新発田市観光協会の設立についてであります。 

新発田市観光協会につきましては、去る２月１４日に法務局に登記を行い、一般

社団法人となりましたのでご報告いたします。 

２月１４日に新法人の設立準備会を開催し、新理事長に大滝
おおたき

昇
のぼる

氏が選任され、

その他に９名の理事、２名の監事が選出され、現在の任意団体は、３月末日を以
も

っ

て解散し、５月中に清算会を開催することが決議されました。また、３月６日には、



新法人の理事会を開催し、副理事長等の選任や新法人の運営に関わる諸規則を議決

する予定との報告を受けております。 

 なお、私につきましては、新潟県観光協会などの慣例に倣
なら

い、名誉会長職をお

引き受けするよう要請をいただいております。 

 また、法人の事務局職員については、法人格を取得した事から改めて公募するこ

ととし、市の広報紙、ハローワーク、観光協会のホームページで広く募集を行って

おり、現・任意団体職員の皆様も希望者は応募をされると聞いております。 

今年度内に法人登記をした理由につきましては、新たな社団法人の収益事業とし

て、平成２６年４月より、次の事業を実施する上で法人格が必要であるためであり

ます。 

一つ目の事業としては、新発田市の物産振興を図ることを目的に、電子商取引事

業分野に参入することであります。 

インターネット上で商品の売買を行い代金決済するためには、信販会社や金融機

関との契約が必要であり、それらの契約行為を行う際に法人格を必要とします。 

二つ目の事業としては、市内周遊観光の利便性を高め、市内または隣接市町村を

離発着地とする旅行ツアーの募集や貸切バス運行を行うために、旅行代理店事業分

野に参入することであります。 

旅行業代理店登録には、法人格を有し、旅行業資格保有者が在籍する団体である

ことが必須条件であります。加えて、日本旅行業協会への申請・許可を経て、県知

事の許認可を受けなければなりません。既に、２月２０日付けで新潟県旅行業協会

を経由して日本旅行業協会に申請しており、３月中旬には新潟県知事への認可申請

を行う予定にしております。 

いずれの事業も、平成２６年４月から実施することが、当市観光振興のこれから

を占う上で大変重要で、月岡温泉開湯百年祭やＪＲデスティネーションキャンペー

ンでの事業展開においても大変大きな影響を持ちます事から、先行して法人格の取



得を実施したものであります。 

 なお、法人化した観光協会への支援並びに業務委託を予定しております事業費に

つきましては、平成２６年度当初予算において、ご審議をいただくこととしており

ます。 

新発田駅前複合施設基本設計の完了について 

 次に、新発田駅前複合施設基本設計についてご報告いたします。  

市議会では、総務常任委員会で継続的にご審議をいただくなど、ご理解

とご協力を賜っておりますことに感謝を申し上げます。 

新発田駅前複合施設基本設計業務につきましては、平成２５年８月９日付けで株

式会社佐藤総合計画と契約し、市民の意見を取り入れた基本設計の策定を目指し、

これまで、市民公募による基本設計ワークショップと専門家や各機能に精通してい

る委員による基本設計審査会をそれぞれ６回開催し、意見と議論を積み重ねてまい

りました。 

また、提案箱の設置、高校生アンケート、大学生との意見交換と様々な手法によ

って市民意見の反映に努めてまいりました。「雨や雪でも濡れずに駐車場から施設

に入りたい」、「飲食できるスペースが欲しい」という意見のほか、様々な意見を基

本設計に反映するとともに、来館者の安全や職員が働きやすい動線などの視点も入

れながら策定作業を進め、この度、新発田駅前複合施設基本設計をまとめたもので

あります。 

まず、計画の全体概要についてであります。当該施設は、「つなぐ・機

能融合」を基本コンセプトに、「まちをつなぐ」、「人をつなぐ」、「活動を

つなぐ」をコンセプトの柱とし、図書館を 触 媒
しょくばい

に、こどもセンター、 

キッチンスタジオ、多目的室、カフェなどの機能を融合した延べ床面積 

５,１５８平方メートルの施設としております。 



図書館機能においては、蔵書数が約３９万８,０００冊、述べ床面積約

４,０００平方メートルと、それぞれ現図書館の約２倍としており、現在

よ り も 格 段 に 利 便 性 が 向 上 す る も の と 考 え て お り ま す 。 

こどもセンター機能においては、子育て世代から要望が多かった冬でも

体を動かして遊べる親子プレイルームを設置しております。また、一時預

かりや子育てサークルルーム、相談室などの子育てを支援する機能も設け

ております。 

キッチンスタジオは、食の循環によるまちづくりを一層推進できるよう、

図書館、こどもセンターと連携しやすい配置としております。 

また、音楽練習室や学習・発表機能を持つ多目的室は、学生、ビジネス

マン、お年寄りなど、年齢を問わず広く市民活動の場としての活用を期待

し、設置しております。 

この施設は、新発田駅前という公共交通の結節点に位置していることか

ら、市民をはじめ、通勤・通学による来街者
らいがいしゃ

や観光客など、多くの方々

からご利用いただけるものと考えております。 

次に、概算事業費についてであります。今回の設計範囲は、本体建築、

電気、空調・給排水などの本体工事と外構工事、家具・備品としており、

設計費、用地購入費を含めた総事業費は、約３２億６,０００万円を見込

んでいるところであります。 

当初、約２２億５,０００万円と見込んでおりましたが、家具、備品費

の追加、建物下
たてものした

の駐車場であるピロティ方式の採用、労務費及び資材費

の高騰などの影響により、概算事業費が増高しておりますが、今後、実施

設計の中でさらに精査し、計画どおり事業が完了できるよう調整していき

たいと考えております。 

新発田駅前複合施設の基本設計につきましては、これをもって完了し、



引き続き詳細な実施設計の策定を行ってまいりたいと考えております。 

上赤谷字榎木平地内の土砂流出に係る林地開発行為について 

 次に、上赤谷字
あざ

榎木
えのき

平
だいら

地内の土砂流出に係る林地開発行為についてであります。 

 前回九月定例会において、これまでの経過について、お話ししたところでありま

すが、その後の経過について、ご報告いたします。 

 上赤谷字
あざ

榎木
えのき

平
だいら

地内の林地開発行為につきましては、開発行為の期間を平成 

２５年１１月２９日までとして、堆肥
たいひ

置場の設置や法面
のりめん

緑化等の現場作業が行わ

れてまいりました。その間、９月には県による現地パトロールが行われ、また、 

１０月にも当市の担当課が同行して現地パトロールが行われております。 

 県はその際、差沢
さしざわ

方面の盛り土部分において、一部成形の必要があること、併

せて、緑化の進 捗
しんちょく

具合を経過観察する必要があるとして、開発者に指導を行って

おります。 

 この指導に伴い開発者は、開発行為の期間を平成２６年７月３１日まで延長する

変更届を県に提出し、１１月２８日付けで県から開発者に対し、変更内容を認める

通知がなされました。 

 また、開発行為全体の森林面積１７．７１８２ヘクタールのうち、農園造成部分

に当たる１６．８２２ヘクタールについては、すべての工事が完了したとして、 

１２月１１日に県による現地検査が行われました。 

その結果、森林法第１０条の２第１項の許可の内容に適合しているとして、１２

月２５日付けで農園造成部分に係る「開発行為部分完了確認書」が開発者に通知さ

れております。 

なお、開発行為として残る差沢
さしざわ

方面の盛り土部分については、春の雪解
ゆきど

けを待



って、開発者による法面
のりめん

の一部成形作業と緑化の 進 捗
しんちょく

管理が行われた後、期限

である７月３１日以降、県が完了検査を実施することとなります。 

開発行為すべての完了を待って、開発者から残置
ざんち

森林等の維持管理計画書が提出

され、現場における残置
ざんち

森林等の適正な維持管理に努めることとなり、開発者自ら

が、新発田市水道水源保護条例はもとより、農地法や森林法など関係法令等を

遵 守
じゅんしゅ

するとともに、地域住民、環境への十分な配慮を行うものであります。 

 

 以上で行政報告を終わります。 


